
高齢者法のカリキュラムと
実務家教員の活躍の可能性
―これからの『高齢者法学』の確立を目指して――これからの『高齢者法学』の確立を目指して―

武蔵野大学 法学研究所 シンポジウム

お申込み・お問合せ

E-mail:kenkyu@musashino-u.ac.jp
武蔵野大学 法学研究所　
庶務担当：研究推進支援課実務家教員COEプロジェクト担当
〒135-8181　東京都江東区有明3-3-3　03-5530-7443

参加費無料 事前登録制

シンポジウム概要①問題設定
「高齢者法学における研究者
教員と実務家（教員）の協働」
池田 眞朗 
武蔵野大学大学院法学研究科長 

Thomas P. Gallanis
アイオワ大学 ロー・スクール教授 

樋口 範雄
武蔵野大学特任教授 根本 雄司　

弁護士：弁護士法人 
港大さん橋法律事務所

②基本講演
「高齢者法の
カリキュラムの模索」
関 ふ佐子　横浜国立大学教授

③「士業や実務家の方々からのご報告」

④アメリカからの示唆

⑤結び

高橋 文郎
司法書士：
日本司法書士会連合会
理事

岡本 祐樹
行政書士：
日本行政書士会連合会行
政書士制度調査室座長

武蔵野大学法学研究所・
実務家教員COEプロジェクト

主催
（共催）

日時 開催
方式

対面：有明キャンパス3号館3-301教室
及びZoomを使用したオンライン開催

２０２3年３月 7 日（火）
１3：3０～１7：００　

科学研究費（基盤研究（A））「高齢社会・人口減少社会が提示する諸問題への法的
対応と「人の法」・「財の法」の展開」（研究代表者 吉田 克己 北海道大学名誉教授）

■参加申込方法■　2022年 3月2日（木）17：00までに下記アドレスへメールでお申込みください。メールタイトルは「3/7 シンポジウム申込」と明記し、
メール本文に氏名、所属（職業）、参加方法「対面」又は「Zoom」で参加を記載ください。※Zoomでの参加をご希望の方には、後日、ZoomのURLを送信いたします。


